


会社情報
商　　　号 株式会社インフォメーション・ディベロプメント（略称：ID）

INFORMATION DEVELOPMENT CO.,  LTD.

本社所在地 〒102-0076 東京都千代田区五番町12番地1  番町会館
TEL.03-3264-3571（代表）FAX.03-3264-3618

創　　　立 1969年（昭和44年）10月20日

資　本　金 5億9,234万円

社　員　数 2,455名（連結、2018年3月31日現在） 

■ 売上高（百万円） ■ 営業利益（百万円）2017 年 3月期

215億54百万円
2018年 3月期

232億7百万円

売上高(注)

2018年 3月期

12億54百万円

2017年 3月期

11億5百万円

営業利益

執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

加藤 剛
木村 由美子
坂本 康
黒崎 祐三
高橋 かおり
薗田 健一
青井 淳一
石倉 隆一

※ 取締役  杉浦章介、林慶治郎は社外取締役です。   ※ 監査役 岡崎正憲、増田裕明、長谷川啓一は、社外監査役です。

常勤監査役
監査役
監査役
監査役
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員

田村 公一
岡崎 正憲
増田 裕明
長谷川 啓一
南 耕治
山内 佳代
土谷 明

 役員
代表取締役社長
代表取締役副社長
取締役兼専務執行役員
取締役兼専務執行役員
取締役
取締役

舩越 真樹
山川 利雄
小池 昭彦
七尾 静也
杉浦 章介
林 慶治郎

2017年 3月期

5.1%

売上高営業利益率

5.4%

2018年 3月期

00. 3ポイント
増加

2 017 年 3月期

1,043万8千円

従業員1人当たり売上高
2018年 3月期

945万3千円
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66期期連連続続増増収収 55期期連連続続増増益益
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新生　　グループで
イノベーションの創出を目指します！

2019年3月期については、買収した子会社の
寄与に加え、受注環境も堅調であるため、売
上高目標数値を263億円に上方修正しました。
一方、外注単価の高止まりや、子会社買収に
ともなうのれんの償却、ならびに統合関連費
用の発生を踏まえ、営業利益を14.8億円に目
標設定いたしました。今期は子会社買収シナ
ジー効果の早期実現に注力していきます。

2019年3月期の
見通しは？Q5

既存サービスの競争力強化、生産性や品質向
上のため、新技術の取り込みを積極的に進め
ています。AI・機械学習を活用した最先端セキュ
リティ製品「Seceon OTM」や、スマートグラスを
活用したSaaS型遠隔作業サービス「IDEye」
の販売開始、産業用制御システム向けセキュリ
ティ製品を提供するCyber X社とのパートナー
契約の締結などを実施しました。

AIやIoTなどの
新技術については？Q3

株主の皆さまに対する利益還元を、経営の重
要課題のひとつと考えています。2018年3月期
については、1株当たりの配当金を前期の37
円から3円増配し、40円といたします。2019年
3月期は、40円の年間配当とさせていただく予
定です。IDグループは、これからも企業価値
向上に努め、株主の皆さまのご期待にお応え
してまいります。

配当についての
考え方は？Q6

2018年 3月期の売上高は過去最高の232
億 7百万円、6期連続増収を達成しました。不
採算案件は発生したものの、営業利益は5期
連続、経常利益は2期連続の増益となり、とも
に過去最高を更新することができました。また、
当期純利益については、前期計上した退職給
付制度終了益の反動減などにより、過去2番
目の水準となりました。

2018年3月期は？Q1
案件受注規模の大型化が進む一方、短納
期化への対応が求められています。プロジェ
クトを確実に成功させるために、昨年来取り
組んでいる施策に加え、注目されている開発
手法アジャイルの採用を進めています。また、
国際的なプロジェクト管理者資格PMPの取
得に全社をあげて取り組んでいます。

プロジェクト管理体制の
強化については？Q2

持株会社制への移行を
延期されたとのことですが？Q4

代表取締役社長

2016.3 2017.3 2018.3

20,082
21,554

23,207

( 注 ) 2018.3の売上高については、2018.1に子会社化したフェスの3ヵ月分の数値を含んでおり、1人当たり指標は、それを期末の連結人数で除して算出しております。

2018年 6月22日現在

6月2 2日の株主総会において、持株会社制へ
の移行を付議する予定でしたが、直前になっ
て法的要件を一部充足していないことが発覚
し、議案を取り下げました。混乱をまねきご迷惑
をおかけしたことを心からお詫びし、社長の役
員報酬の10％を6ヵ月間返上することといたしま
した。持株会社制への移行については、必要
な準備が整い次第改めてお諮りする所存です。








